
平成15年11月19日平成 １６年 ３月期 中間決算短信（連結）
東証・大証市場第一部上 場 会 社 名 四国電力株式会社 上 場 取 引 所

９５０７ 香 川 県コ ー ド 番 号 本社所在都道府県
（ＵＲＬ http://www.yonden.co.jp ）

役職名 取締役社長 氏名 大 西 淳代 表 者
役職名 経理部予決算ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 氏名 小 林 正 樹 TEL 070-5750-2830(PHS)問 合 せ 先 責 任 者
平成15年11月19日決算取締役会開催日
無米国会計基準採用の有無

１．１５年９月中間期の連結業績（平成15年４月１日～平成15年９月30日）
（注）本中間決算短信及び添付資料の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示している。（１）連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
15年９月中間期 ２７４,１６２ (△ 5.5) ３２,４２５ (△15.5) ２２,６６４ (△ 5.8)
14年９月中間期 ２９０,１３４ (△ 5.8) ３８,３６３ (△ 5.0) ２４,０６４ ( 12.1)
15年３月期 ５８４,７４３ ６９,０６６ ４０,５００

１株当たり中間 潜在株式調整後１株当
中間（当期）純利益 （当期）純利益 たり中間（当期）純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

15年９月中間期 １４,４２５ (△ 5.7) ５５.３３
14年９月中間期 １５,３０３ ( 14.6) ５７.３７
15年３月期 ２５,６５４ ９６.００

（注）① 持分法投資損益 15年9月中間期 ２１２百万円 14年9月中間期 ２１百万円 15年3月期 ２８０百万円
② 期中平均株式数（連結）15年9月中間期 260,739,204株 14年9月中間期 266,768,868株 15年3月期 264,981,665株
③ 会計処理の方法の変更 無
④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
15年９月中間期 １,４２８,２７０ ３７５,３９９ ２６.３ １,４５４.１７
14年９月中間期 １,４７４,２６７ ３７２,５４８ ２５.３ １,４０６.１１
15年３月期 １,４４５,０４１ ３７１,２２９ ２５.７ １,４１３.０８

15年9月中間期 258,153,421株 14年9月中間期 264,948,971株 15年3月期 262,556,797株（注）期末発行済株式数（連結）

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金 現金同等物及び
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
15年９月中間期 ６５,５８５ △ ３３,３２７ △ ３２,９８９ ６,１５１
14年９月中間期 ７０,３２０ △ ３２,３１４ △ ４１,１１２ ５,４１３
15年３月期 １５５,５４１ △ ６９,３８３ △ ８８,３６４ ６,３１４

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 ４ 社 持分法適用非連結子会社数 － 社 持分法適用関連会社数 １ 社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規） － 社 （除外） １ 社 持分法（新規） － 社 （除外） － 社

２．１６年３月期の連結業績予想（平成15年４月１日～平成16年３月31日）

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
億円 億円 億円

通 期 ５,６５０ ４００ ２５０
（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） ９６円

※ 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後
様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の10ページを
ご参照ください。
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企 業 集 団 の 状 況

当社グループは、電気事業のほか、情報処理・電気通信・放送、電気機器等の製造、
電気・機械・土木・建築関係工事の施工、商事・不動産・エネルギー・運輸・環境・
サービス及び電気事業に関連する研究開発などの事業で構成されており、その概要を
事業系統図によって示すと、次のとおりである。

お 客 さ ま

【電気事業】 【その他事業】

《 情報処理・電気通信・放送 》

○ 情報システム開発、専用線サービス、ＰＨＳサービス、
インターネット接続サービス、有線テレビジョン放送 など

㈱ ネ ッ ト ウ ェ ー ブ 四 国 ㈱ケーブルメディア四国㈱ Ｓ Ｔ Ｎ ｅ ｔ

《 製 造 》

○ 電力供給用電気機器・電子機器等の製造・販売 など

テ ク ノ ・ サ ク セ ス ㈱ 四 変 テ ッ ク ㈱四 四 国 計 測 工 業 ㈱
エ コ ・ テ ッ ク ㈱

《 建 設 》
国

○ 電気・機械・土木・建築関係工事の調査・設計・施工 など

四電エンジニアリング㈱ ㈱ 四 電 工 ※㈱四電技術コンサルタント

《 商事・不動産・エネルギー・運輸・環境・サービス 》
電

○ ビル賃貸、電力利用機器等の販売、分散型電源サービス、物資輸送、植林、
介護サービス、揚運炭 など

（注１） 四電エナジーサービス㈱（注２） 橘 火 力 港 湾 サ ー ビ ス ㈱四電ビジネス㈱
四 国 航 空 ㈱

力 伊 方 サ ー ビ ス ㈱
徳 島 綜 合 自 動 車 ㈲
YondenAfforestation

. .AustraliaPty Ltd
【日本語名】四国電力豪州植林㈱

㈱よんでんメディアワークス㈱
㈱ よ ん で ん ラ イ フ ケ ア

《 研究開発 》
○ 電力の利用や供給に関する技術・バイオや新素材に関する技術の調査・研究・開発 など

㈱ 四 国 総 合 研 究 所

連結子会社 非連結子会社 関連会社(※は持分法適用会社)
（注１）四電ビジネス㈱は、平成１５年４月１日、四電産業㈱と愛媛総合ビジネス㈱、徳島総合ビジネス㈱、
高知総合ビジネス㈱が四電産業㈱を存続会社として合併し、同日付で商号変更した。

（注２）四電エナジーサービス㈱は、平成１５年４月１日付で四電販売サービス㈱から商号変更した。



- 3 -

経 営 方 針

１．経営の基本方針

新規事業者や自家発との競争が年々厳しさを増すなか、小売自由化範囲の拡大や卸電

力取引市場の整備をはじめとする新たな電気事業制度の骨格がまとまり、平成１７年度

から新制度への移行が見込まれるなど、今後、当社グループを取り巻く環境は急激に変

化していくものと考えられます。

当社は、このような情勢変化に的確に対応し、２１世紀における成長と発展を確かな

ものとするため、コアビジネスである電気事業はもとより、グループを構成する各事業

の経営基盤の強化をはかってまいります。また、こうしたグループ全体の経済的価値に

、 、 、加え 社会的価値の一体的な向上をはかる観点から コンプライアンスの徹底をはじめ

エネルギーセキュリティの確保や環境保全といった公益的課題の達成にも積極的に取り

組むことにより、引き続きお客さまや株主・投資家の皆さまから、信頼され、評価・選

択される企業グループを目指してまいります。

２．取り組むべき課題

当社では 「事業運営における戦略性の発揮」と「グループマネジメントの強化」を、

はかりながら、以下の課題に重点的に取り組み、グループの収益性・成長性・安定性を

追求してまいります。

①グループ各事業における効率性・収益性の向上と競争力の強化

近年の電気事業ならびに関係会社事業分野における競争の激化に打ち勝っていく

ため、

・電力市場における競争力の強化とともに、新たな需要の創造・掘り起こしに資

する戦略的な電気料金の設定

・グループ企業との協業によるソリューション営業の積極的推進

・グループ一体となった業務プロセスの革新やコスト管理の徹底等による低コス

ト構造の構築

・資産効率の向上や資本構成の改善に主眼を置いた財務体質の強化

などに取り組み、企業グループの効率性・収益性の向上と競争力の強化をはかって

まいります。

【連結：四国電力】
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②電気事業に次ぐ新たな事業機会の創出

企業グループが保有する様々な経営資源を活用し、将来成長が見込まれる新たな

事業領域の開拓をグループ一体となって推進してまいります。

具体的には、

・エネルギーに関する最適な解決策をお客さまに提供できる体制を構築

・情報通信分野において、昨年より、インターネットを活用して地元の企業向

けに業務の効率化や販路拡大をサポートする「ビジネスプラットフォーム事

業」を開始したのをはじめ、今年７月からは「電子認証事業」に参入するな

ど、既存のインフラを活用した高付加価値サービスの提供を推進

・地域に密着した生活支援型のサービスをお届けする観点から、昨年１２月に

「(株)よんでんライフケア」を設立し、新たに介護サービス事業に参入

するなど、地域との信頼関係をベースとして、グループの強みを発揮できる分野を

中心に、新たな収益源を着実に育んでまいります。

また、こうした取り組みについて、より効率的かつ機動的に対応できる事業運営

体制の確立を目指し、株式交換制度の活用により、関係会社の完全子会社化を実施

するなど、グループの総合力強化に向けた基盤整備を進めております。

③社会的価値の一層の向上と四電グループブランドの強化

法令や企業倫理の遵守はもとより、原子力をはじめとする安全の確保と情報公開

の徹底、さらには地球環境問題への対応などについて、引き続き真摯に取り組み、

社会的価値の一層の向上に努めてまいります。また、こうした取り組みを通して、

お客さまや地域社会、株主の皆様方からの信頼や期待にお応えするとともに、四電

グループブランドの醸成・強化をはかってまいります。

３．経営目標

上記のような取り組みを通じ、企業グループの収益性と安定性を総合的に向上させる

観点から、平成１５～１７年度の３年間において、以下の利益・財務目標の達成を目指

してまいります。

目 標

ＲＯＡ［総資本営業利益率］ ４％ (15～17年度平均）

株主資本比率 ２８％ （17年度末時点）

【連結：四国電力】
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◇キャッシュフローの配分・活用（四国電力単独）

、 、当社は 目標利益水準の着実な達成によるキャッシュフローの創出を目指すとともに
１５～１７年度の３年間においては、これを次のような考え方に基づき、配分・活用し

てまいります。

○資産効率の向上ならびに資本構成の改善による信用力維持の観点から、
・設備投資額を1,900億円以下の水準に抑制し、総資産を1,100億円程度圧縮

(14年度末 1兆3,803億円 → 17年度末 1兆2,700億円)するとともに、
・有利子負債残高については、1,200億円圧縮(14年度末 7,576億円 → 17年度末

6,400億円)してまいります。

○電気事業における価格競争力を維持・強化するため、効果的・戦略的な電気料金の

設定、新たな需要創造とお客さま満足の向上に資する料金メニューの拡充に努めて
まいります。

○株価状況等を勘案しながら自己株式の買受けを進め、
・発行済株式数の減少を通じた株主利益の増進と資本効率の向上をはかる観点から、

12年度以降実施している自己株式の消却を継続するとともに、
・株式交換制度を活用して、事業環境に対応したグループ内資本関係の再構築をは

かってまいります。

、 、 、○このほか エネルギーや情報通信分野を中心に 今後の収益性・成長性が見込まれ

グループ全体の競争力強化に寄与する分野を重点に事業拡大にも取り組んでまいり
ます。

［キャッシュフローの創出と配分・活用の目安（15～17年度合計 ］）

キャッシュフロー
４,１００億円以上

設 備 投 資 財務体質の強化

維持更新投資 有利子負債削減
１,９００億円以下 １,２００億円

１,０００億円以上

お客さま 会 社 株 主
電気料金引き下げ 事業拡大 自己株式 配 当

料金ﾒﾆｭｰの拡大 事業再編 の買受け 自己株式消却

株式 自己株式

交換 消却

【連結：四国電力】
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【連結：四国電力】

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

（基本的な考え方）
当社は、取締役・監査役制度のもと業務執行・経営の監督体制の強化に努めてお

り、迅速かつ的確な意思決定に基づく経営、透明度の高い経営および法令・企業倫
理を遵守した事業運営を推進してまいります。

（施策の実施状況）

「取締役会」は、重要な業務執行に関する意思決定および取締役の業務執行を監
督する機関として、原則として月１回開催するとともに、必要に応じて臨時取締役

会を開催し、迅速な意思決定をはかっています。
「監査役」は、取締役の業務執行を監督する機関として、監査役会で決定した方
針に従い独立して監査を実施するとともに、取締役会や重要会議に出席しておりま

す。現在４名の監査役のうち１名は、社外監査役であり、当社との間に特別の利害
関係はありません。

このほか、当社は、

・ 考査室」を設置し、原子力業務を含めた経営活動が効率的かつ適切に実施さ「
れているかをチェック

・経営に関する重要な情報は、速やかに公表するとともに、当社ホームページ上
で紹介するなど、適時・適切な情報公開を推進

・コンプライアンスの一層の推進を図るため、１４年１２月に「コンプライアン
ス推進委員会」を設置するとともに、１５年１月には 「四国電力行動規範」、
と、その具体的事項を定めた「四国電力コンプライアンスガイドライン」を制

定
するなど、コーポレートガバナンスの充実に取り組んでいます。



- 7 -

経営成績及び財政状態

経営成績

Ⅰ．当中間期の概況

１．電 力 需 要

電灯需要が、７・８月の低気温の影響による冷房需要の減などから減少したことに
加え、電力需要も、大口電力が若干増加したものの、気温の影響などにより減少した
ため、電灯・電力合計では、前年同期に比べ０.５％減の１３１億６５百万kＷhと
なりました。

これに他電力会社への融通送電を加えた総販売電力量は、前年同期に比べ２.３％増
の１７０億６８百万kＷhとなりました。

（単位：百万kＷh、％）

１５年度中間期 １４年度中間期 比 較

前年差 対前年伸び率(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

電 灯 ４,２５６ ４,２９１ △ ３５ △ ０.８

電 力 ８,９０９ ８,９３５ △ ２６ △ ０.３

計 １３,１６５ １３,２２６ △ ６１ △ ０.５

２,３９３ ２,３８０ １３ ０.６(再掲)特定規模需要

融 通 等 ３,９０３ ３,４６０ ４４３ １２.８

合 計 １７,０６８ １６,６８６ ３８２ ２.３

２．電 力 供 給

原子力発電電力量は、設備利用率の向上により、前年同期に比べ５.０％増の
７７億４百万kＷhとなりました。

水力発受電電力量は、豊水の影響により、前年同期に比べ２１.０％増の２６億
１９百万kＷhとなりました。

以上の結果、火力発受電電力量は、前年同期に比べ、５.３％減の８６億８５百万kＷh
となりました。

（単位：百万kＷh、％）

１５年度中間期 １４年度中間期 比 較

前年差 対前年伸び率(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

86.7% 82.6% 4.1%設備利用率

原 子 力 ７,７０４ ７,３３６ ３６８ ５.０

111.8% 89.6% 22.2%出 水 率

水 力 ２,６１９ ２,１６４ ４５５ ２１.０

火 力 ８,６８５ ９,１６８ △ ４８３ △ ５.３

( ５,５７８) ( ６,６１０) (△ １,０３２) ( △ １５.６)(うち自社火力)

( ３,１０７) ( ２,５５８) ( ５４９) ( ２１.５)( 〃 他社火力)

合 計 １９,００８ １８,６６８ ３４０ １.８

【連結：四国電力】
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３．収 支

営業収益(売上高)は、平成１４年１０月からの電気料金引下げが影響したことにより

電気事業が減収となったことから、前年同期に比べ１５９億円減収の２,７４１億円

となりました。

一方、営業費用は、退職者の増などにより人件費は増加しましたが、火力発電量の

減による燃料費の減少や、償却進捗に伴う減価償却費の減少に加え、修繕費や諸経費

の削減を進めたことなどから、 前年同期に比べ１００億円減少し、２,４１７億円

となりました。

以上の結果、営業利益は、前年同期に比べ５９億円減益の３２４億円となりましたが、

支払利息などの営業外損益が４５億円改善したため、経常利益は、前年同期に比べ

１３億円減益の２２６億円、税引後の中間純利益は、８億円減益の１４４億円となり

ました。

４．利 益 配 分

平成１５年度の中間配当は、１株につき２５円の配当を実施いたします。

【連結：四国電力】
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連 結 収 支 比 較 表

(単位：億円、％)

15年度中間期 14年度中間期 比 較

対前年中間期差(Ａ－Ｂ 対前年中間期伸び率(Ａ) (Ｂ) )

電灯電力収入 ２,１５５ ２,２７５ △ １２０ △ ５.３
電
営 融 通 収 入 ３２８ ３５３ △ ２５ △ ７.１
気
そ の 他 収 入 ５６ ５９ △ ２ △ ４.１

事
業
業
小 計 ２,５４１ ２,６８８ △ １４７ △ ５.５

収 そ の 他 事 業 ５４０ ５０８ ３１ ６.３

相 殺 ・ 消 去 △ ３４０ △ ２９６ △ ４３ △１４.８

益

合 計 ２,７４１ ２,９０１ △ １５９ △ ５.５

人 件 費 ３８９ ３７２ １７ ４.６
電
燃 料 費 ２２１ ２５６ △ ３４ △１３.６

営
購 入 電 力 料 ２４６ ２３０ １５ ６.９

気
減 価 償 却 費 ４５０ ４９５ △ ４５ △ ９.１

業 修 繕 費 ３１７ ３３８ △ ２１ △ ６.３
事
そ の 他 費 用 ６０２ ６２０ △ １８ △ ２.９

費 業
小 計 ２,２２８ ２,３１４ △ ８６ △ ３.７

そ の 他 事 業 ５２８ ５０１ ２７ ５.４

用 相 殺 ・ 消 去 △ ３３９ △ ２９７ △ ４１ １３.９

合 計 ２,４１７ ２,５１７ △ １００ △ ４.０

３２４ ３８３ △ ５９ △１５.５
営 業 利 益

[ ３０９] [ ３７０] [△ ６１] [△１６.５]

支 払 利 息 ほか ９７ １４２ △ ４５ △３１.７

２２６ ２４０ △ １３ △ ５.８
経 常 利 益

[ ２１１] [ ２３２] [△ ２０] [△ ８.８]

渇 水 準 備 金 引 当 ９ － ９ －

法 人 税 ほか ７２ ８７ △ １５ △１７.２

１４４ １５３ △ ８ △ ５.７
中 間 純 利 益

[ １３６] [ １４８] [△ １２] [△ ８.６]

（注）[ ]内は、四国電力単独決算値

【連結：四国電力】
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Ⅱ．通期の見通し

１．電 力 需 要

平成１５年度の電灯・電力需要は、７・８月の気温が前年に比べ低めに推移した
ことから、電灯などの冷房需要が減少したほか、大口電力も前年度並みと予想される
ことなどから、０.７％減少の２６１億kＷh程度と想定しております。

(単位：百万kＷh)

１５年度予想 １４年度実績 前 年 差 対前年伸び率

電 灯 ８,８１７ ８,９３４ △ １１７ △ １.３％

電 力 １７,２４９ １７,３１４ △ ６５ △ ０.４％

計 ２６,０６６ ２６,２４８ △ １８２ △ ０.７％

４,７４５ ４,７２０ ２５ ０.５％(再掲)特定規模需要

２．業 績 予 想

、 、売上高は １４年１０月実施の電気料金引下げが通年にわたり影響してくることや
販売電力量が減少することなどから、３％減収の５,６５０億円程度と見込んでおり
ます。

経常利益は、償却進捗による減価償却費の減少や、有利子負債の削減や金利低下に伴う
支払利息の減少などから、前年度並みの４００億円程度となる見通しであります。

また、当期純利益は、２５０億円程度となる見通しであります。

(単位：億円)

１５年度予想 １４年度実績 前 年 差 対前年伸び率

売 上 高 ５,６５０ ５,８４７ △ １９７ △ ３％

営 業 利 益 ５７０ ６９０ △ １２０ △ １７％

経 常 利 益 ４００ ４０５ △ ５ △ １％

当 期 純 利 益 ２５０ ２５６ △ ６ △ ２％

９６円 ９６円 ０円 －１株当たり当期純利益

(注)15年度(通期)の為替レートは115円/$程度、原油CIF価格は29$/b程度で想定している。

【連結：四国電力】
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財政状態

Ⅰ．当中間期の概況

１．キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、償却の進捗により減価償却費が減少した
ことなどから、前年同期に比べ４７億円減少の６５５億円となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資額が増加したことなどから、前年
同期に比べ１０億円増加の３３３億円となりました。

この結果、差し引きのフリーキャッシュ・フローは、前年同期に比べ５７億円
減少の３２２億円となりました。

このフリーキャッシュ・フローを活用し、
・社債・借入金１８１億円の削減
・自己株式買受け８２億円の実施
・配当金６５億円の支払い

、 、 、を行ったことから 財務活動によるキャッシュ・フローは ３２９億円の支出となり
現金および現金同等物が７億円減少いたしました。

◇キャッシュ・フローの概要 (単位：億円)

15年度中間期 14年度中間期 差 引

中 間 純 利 益 １４４ １５３

営業活動による 減 価 償 却 費 ４９６ ５４０

キャッシュ･フロー そ の 他 １５ １０

計 ６５５ ７０３ △ ４７

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３３３ △ ３２３ △ １０

フ リ ー キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ３２２ ３８０ △ ５７

△ １８１ △ ２６２社債･借入金削減額

財務活動による 自己株式買受け額 △ ８２ △ ８２

キャッシュ･フロー 配当金支払額 △ ６５ △ ６７

計 △ ３２９ △ ４１１ ８１

現金および現金同等物の減少額 △ ７

【連結：四国電力】
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２．資産・負債・資本

橘湾発電所の償却進捗などに伴い事業用資産が１５４億円減少したことなどから、
資産合計は、前年度末に比べ１６７億円減少し、１兆４,２８２億円となりました。

一方、負債は、社債・借入金を１７７億円削減したことなどから、前年度末に比べ
２０９億円減少し、１兆５１８億円となりました。

また、資本は、配当金を上回る利益を確保できたことや、株価の回復により保有
株式の評価差額金が増加したことから、自己株式の買受けを実施(資本は減少)した
ものの、前年度末に比べ４１億円増加し、３,７５３億円となりました。

(単位：億円)

１５年度中間期末 １４年度末 対前年度末増減

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

資 産 １４,２８２ １４,４５０ △ １６７
(１１,２７０) (１１,４２５) (△ １５４)(うち事業用資産)

負 債 １０,５１８ １０,７２７ △ ２０９
( ７,５８７) ( ７,７６５) (△ １７７)(うち社債・借入金)

資 本 ３,７５３ ３,７１２ ４１

＜自己株式の買受けおよび保有状況＞
株 数 金 額

平 成 １ ４ 年 度 末 保 有 残 高 ５５３万株 ９１億円
買 受 け ４４０万株 ８２億円

平成１５年度中間期末保有残高 ９９３万株 １７４億円

Ⅱ．通期の見通し

営業活動によるキャッシュ・フローは１,４００億円程度、投資活動による
キャッシュ・フローは、７５０億円程度を見込んでおります。

差し引きのフリーキャッシュ・フロー６５０億円程度については、社債・借入金の
削減、および配当、自己株式の買受けに配分・活用してまいります。

以上を通じて、引き続き総資産および社債・借入金の圧縮を進め、｢資産効率の向上｣
ならびに「財務体質の強化」を図ります。

【連結：四国電力】
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Ⅲ．キャッシュ･フロー指標のトレンド

12/中間期 13/中間期 14/中間期 15/中間期

２４.０％ ２４.７％ ２５.３％ ２６.３％株 主 資 本 比 率

２７.７％ ３５.３％ ３０.７％ ３３.３％時価ベースの株主資本比率

(注) 株主資本比率：株主資本／総資産

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産

※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。

【連結：四国電力】
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中 間 連 結 財 務 諸 表 等

(１) 中 間 連 結 貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

資 産 の 部 負債、少数株主持分及び資本の部

期 別 当中間連結 前 連 結 期 別 当中間連結 前 連 結

会計期間末会計年度末 対前期増減 会計期間末会計年度末 対前期増減

科 目 (15/9 末) (15/3 末) 科 目 (15/9 末) (15/3 末)

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

Ⅰ 固 定 資 産 Ⅰ 固 定 負 債

(1) 有形及び無形固定資産 1 社 債 300,000 280,000 20,000

2 長 期 借 入 金 268,107 294,354 △ 26,247
1 水 力 発 電 設 備 89,500 91,773 △ 2,272

3 退 職 給 付 引 当 金 49,838 50,575 △ 736
2 汽 力 発 電 設 備 165,926 170,307 △ 4,380

4 113,674 110,027 3,646使用済核燃料再処理引当金
3 原 子 力 発 電 設 備 155,377 161,110 △ 5,732

5 52,863 51,971 891原子力発電施設解体引当金
4 送 電 設 備 251,714 258,484 △ 6,769

6 38 25 12日本国際博覧会出展引当金
5 変 電 設 備 141,016 146,128 △ 5,111

7 その他の固定負債 5,361 5,857 △ 495
6 配 電 設 備 212,932 213,973 △ 1,040

固 定 負 債 合 計 789,883 792,812 △ 2,9287 そ の 他 の 設 備 110,569 100,743 9,825

8建設及び除却仮勘定 17,220 14,429 2,790

Ⅱ 流 動 負 債
有形及び無形固定資産合計 1,144,259 1,156,950 △ 12,690

1 53,146 77,688 △ 24,541１年以内に期限到来の固定負債

(2) 核 燃 料 2 短 期 借 入 金 57,500 57,500 -

3 80,000 67,000 13,000コマーシャル・ペーパー
1 装 荷 核 燃 料 18,868 18,652 215

4 支払手形及び買掛金 22,300 27,018 △ 4,717
2 加 工 中 等 核 燃 料 82,502 80,285 2,216

5 未 払 税 金 15,632 14,949 683

核 燃 料 合 計 101,370 98,938 2,432 6 その他の流動負債 32,355 35,814 △ 3,459

流 動 負 債 合 計 260,935 279,970 △ 19,034
(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

Ⅲ特別法上の引当金1 長 期 投 資 43,775 40,818 2,956

2 繰 延 税 金 資 産 32,229 31,826 402
渇 水 準 備 引 当 金 988 - 988

3 そ の 他 の 投 資 等 23,836 36,064 △ 12,228

4 貸 倒 引 当 金 △ 31 △ 32 1
負 債 合 計 1,051,807 1,072,782 △ 20,975

投資その他の資産合計 99,809 108,677 △ 8,867

( 少数株主持分 )
固 定 資 産 合 計 1,345,439 1,364,566 △ 19,126

少 数 株 主 持 分 1,063 1,029 34

Ⅱ 流 動 資 産

( 資 本 の 部 )
1 現 金 及 び 預 金 6,151 6,314 △ 162

Ⅰ 資 本 金 145,551 145,551 -2受取手形及び売掛金 47,511 52,545 △ 5,033

3 た な 卸 資 産 17,364 14,933 2,430 -Ⅱ 資 本 剰 余 金 35,198 35,198

Ⅲ 利 益 剰 余 金 205,376 195,618 9,7584 繰 延 税 金 資 産 2,936 4,160 △ 1,224

Ⅳ 6,745 4,044 2,7005その他の流動資産 9,104 2,802 6,301 その他有価証券評価差額金

Ⅴ 自 己 株 式 △ 17,472 △ 9,183 △ 8,2886 貸 倒 引 当 金 △ 237 △ 281 43

流 動 資 産 合 計 82,830 80,475 2,355 資 本 合 計 375,399 371,229 4,170

負債、少数株主持分
資 産 合 計 1,428,270 1,445,041 △ 16,770 1,428,270 1,445,041 △ 16,770

及び資本合計

【連結：四国電力】
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（２） 中 間 連 結 損 益 計 算 書

(単位：百万円)

期 別 当 中 間 連 結 前 中 間 連 結 対 前 年 前 連 結
会 計 期 間 会 計 期 間 中 間 期 増 減 会 計 年 度

科 目 ( 1 5 / 4 ～ 9 ) ( 1 4 / 4 ～ 9 ) (14/4～15/3)

Ⅰ 営 業 収 益 274,162 290,134 △ 15,971 584,743
1 電 気 事 業 営 業 収 益 253,619 268,499 △ 14,879 529,531
2 そ の 他 の 売 上 高 20,543 21,635 △ 1,091 55,212

Ⅱ 営 業 費 用 241,736 251,771 △ 10,034 515,677
1 電 気 事 業 営 業 費 用 221,564 230,096 △ 8,531 460,566
2 そ の 他 の 営 業 費 用
(a) 売 上 原 価 18,035 19,925 △ 1,890 50,860
(b) 販売費及び一般管理費 2,136 1,749 387 4,250

営 業 利 益 32,425 38,363 △ 5,937 69,066

Ⅲ 営 業 外 収 益 854 525 328 1,066
1 受 取 配 当 金 354 314 40 358
2 受 取 利 息 22 68 △ 45 149
3 持 分法による投資利益 212 21 190 280
4 雑 収 入 264 120 144 278

Ⅳ 営 業 外 費 用 10,615 14,824 △ 4,208 29,632
1 支 払 利 息 10,384 14,098 △ 3,713 27,062
2 有 価 証 券 評 価 損 - 201 △ 201 1,745
3 雑 損 失 231 524 △ 293 824

経 常 利 益 22,664 24,064 △ 1,399 40,500

Ⅴ 渇水準備金引当又は取崩し
渇 水 準 備 金 引 当 988 - 988 -

税金等調整前中間(当期)純利益 21,676 24,064 △ 2,387 40,500

法人税、住民税及び事業税 7,579 5,864 1,714 11,838

法 人 税 等 調 整 額 △ 368 2,821 △ 3,190 2,965

計 7,210 8,686 △ 1,475 14,804

少 数 株 主 利 益 40 74 △ 34 42

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 14,425 15,303 △ 877 25,654

【連結：四国電力】
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（３） 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

(単位：百万円)

期 別 当 中 間 連 結 前 中 間 連 結 前 連 結
会 計 期 間 会 計 期 間 会 計 年 度

科 目 ( 1 5 / 4 ～ 9 ) ( 1 4 / 4 ～ 9 ) (14/4～15/3)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 35,198 35,140 35,140

Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高 - 26 57

株 式 交 換 差 益 - 26 57

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高 35,198 35,166 35,198

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 195,618 192,771 192,771

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高 16,546 15,303 25,654

1 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 14,425 15,303 25,654
2 連結子会社と非連結子会社との
合併による剰余金増加高 2,120 - -

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高 6,788 13,960 22,806

1 配 当 金 6,573 6,693 13,324
2 役 員 賞 与 214 141 141
3 自 己 株 式 消 却 額 - 7,124 9,340

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 205,376 194,114 195,618

【連結：四国電力】
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

期 別 当中間連結 前中間連結 対 前 年 前 連 結
会 計 期 間 会 計 期 間 中間期増減 会 計 年 度

科 目 (15/4～9) (14/4～9) (14/4～15/3)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
21,676 24,064 △ 2,387 40,500税金等調整前中間（当期）純利益
49,658 54,081 △ 4,422 105,682減価償却費
5,067 5,026 40 10,725核燃料減損額
622 1,682 △ 1,059 3,453使用済核燃料再処理工程損
1,854 1,921 △ 66 4,493固定資産除却損

△ 897 △ 595 △ 301 △ 2,242退職給付引当金の減少額
3,646 2,652 994 5,394使用済核燃料再処理引当金の増加額
891 1,539 △ 647 3,073原子力発電施設解体引当金の増加額

△ 49 34 △ 83 33貸倒引当金の増加額又は減少額(△)
988 - 988 -渇水準備引当金の増加額

△ 897 △ 4,529 3,632 △ 6,997前払年金費用の増加額
5,534 4,642 891 2,677売掛債権の減少額

△ 2,277 △ 2,144 △ 132 6,756たな卸資産の増加額(△)又は減少額
△ 5,326 △ 8,095 2,768 △ 1,396買掛債務の減少額
△ 212 △ 21 △ 190 △ 280持分法による投資利益
10,384 14,098 △ 3,713 27,062支払利息
△ 7,988 △ 2,821 △ 5,166 △ 4,067その他
82,677 91,534 △ 8,856 194,869小 計

424 429 △ 5 601利息及び配当金の受取額
△ 11,402 △ 15,518 4,116 △ 27,994利息の支払額
△ 6,114 △ 6,124 10 △ 11,934法人税等の支払額
65,585 70,320 △ 4,735 155,541営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
△ 34,849 △ 32,710 △ 2,138 △ 68,111固定資産の取得による支出
800 107 693 292固定資産の売却による収入

△ 555 △ 234 △ 320 △ 4,268投融資による支出
1,277 523 754 2,704投融資の回収による収入

△ 33,327 △ 32,314 △ 1,012 △ 69,383投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
30,000 50,000 △ 20,000 80,000社債の発行による収入
△ 37,250 △ 40,000 2,750 △ 50,000社債の償還による支出

- - - 1,500長期借入れによる収入
△ 23,900 △ 28,270 4,370 △ 64,117長期借入金の返済による支出

- 50 △ 50 △ 2,300短期借入金の増加又は減少(△)（純額）
の増加又は減少(△) (純額) 13,000 △ 8,000 21,000 △ 27,000コマーシャル・ペーパー

△ 6,571 △ 6,691 120 △ 13,320配当金の支払額
△ 8,264 △ 8,197 △ 66 △ 13,123自己株式の取得による支出
△ 3 △ 3 △ 0 △ 3少数株主に対する配当金の支払額
△ 32,989 △ 41,112 8,123 △ 88,364財務活動によるキャッシュ・フロー

- - - -Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額
△ 730 △ 3,106 2,375 △ 2,205Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額
6,314 8,519 △ 2,205 8,519Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ 連結子会社と非連結子会社との合併による
-現金及び現金同等物の増加額 568 - 568

6,151 5,413 738 6,314Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末 期末 残高( )

【連結：四国電力】
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．中間連結の範囲に関する事項

中間連結財務諸表の作成にあたり、当社は、主要な子会社として、㈱ＳＴＮｅｔ、四国計測工業㈱、

四電エンジニアリング㈱及び四電ビジネス㈱の４社を連結の範囲に含めている。

連結の範囲から除外した非連結子会社は、その総資産、売上高、中間純損益、利益剰余金等の規模

からみて、これらを連結の範囲から除いても、中間連結財務諸表に及ぼす影響に重要性がない。

なお、四電産業㈱、愛媛総合ビジネス㈱、徳島総合ビジネス㈱及び高知総合ビジネス㈱は、平成

15年4月1日、四電産業㈱を存続会社として合併し、四電ビジネス㈱に商号変更した。また、テクノ・

クリエイト㈱は、平成15年8月11日付で清算を結了した。

非連結子会社は以下の１１社である。

㈱四国総合研究所、四電エナジーサービス㈱、㈱四電技術コンサルタント、伊方サービス㈱、

徳島綜合自動車㈲、㈱ネットウェーブ四国、四国航空㈱、テクノ・サクセス㈱、

（四国電力豪州植林㈱）、㈱よんでんメディアワークス、Yonden AfforestationAustraliaPty.Ltd.
㈱よんでんライフケア

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社１１社及び関連会社５社のうち、関連会社㈱四電工に対する投資について、持分法を

適用している。

適用外の非連結子会社１１社及び関連会社４社は、それぞれ中間連結純損益及び連結利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としてもその影響に重要性がない。

持分法を適用しない関連会社は以下の４社である。

㈱ケーブルメディア四国、エコ・テック㈱、橘火力港湾サービス㈱、四変テック㈱

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致している。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理）

時価のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産 総平均法による原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 償却方法

・有形固定資産 定率法

・無形固定資産 定額法

② 耐用年数

法人税法に定める耐用年数

【連結：四国電力】
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（３）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別の回収可能性に基づき、回収不能見込額を計上
している。

② 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上している。
過去勤務債務については、発生連結会計年度に一括費用処理又は発生連結会計年度より
５年間の定額法により費用処理している。

数理計算上の差異については、発生連結会計年度の翌連結会計年度より５年又は10年間
の定額法により費用処理している。

③ 使用済核燃料再処理引当金
使用済核燃料の再処理に要する費用に充てるため、使用済核燃料再処理費の中間期末
要支払額の60％を計上する方法によっている。

④ 原子力発電施設解体引当金
原子力発電施設の解体に要する費用に充てるため、解体費の総見積額を基準とする額を

原子力発電実績に応じて計上している。
⑤ 日本国際博覧会出展引当金
日本国際博覧会への出展費用に充てるため、総出展費用見込額を期間配分方式により計上
している。

⑥ 渇水準備引当金
渇水による損失に備えるため、電気事業法第36条に定める基準により限度額を計上している。

（４）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（５）重要なヘッジ会計の方法
実需取引に基づいて発生する原債権・債務や今後の予定取引に係る金利変動リスクや為替変動
リスク等を回避するため、金利スワップ、為替予約等のデリバティブ取引を活用している。
当該取引に、繰延ヘッジ処理を適用している。なお、為替予約等について振当処理の要件を

満たしている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合
には特例処理を適用している。

（６）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項
① 当社企業集団の主たる事業は電気事業であるため、中間連結財務諸表の用語及び様式について
は、「電気事業会計規則」に準じて記載している。
② 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、現金及び預金、容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなる。

【連結：四国電力】
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注 記 事 項
（中間連結貸借対照表関係）

（単位：百万円）

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末
項 目

(平成15年９月30日現在) (平成15年３月31日現在)

１．有形及び無形固定資産の内訳
有 形 固 定 資 産 １,１０２,６２６ １,１１５,２０４
無 形 固 定 資 産 ４１,６３２ ４１,７４５

２．有形固定資産の減価償却累計額
１,７８７,８６６ １,７３３,４０１

３．固定資産の取得価額は、工事費負担金等の受入れのため下記の金額
が圧縮記帳されている。

水 力 発 電 設 備 ７,８６６ ７,８６６
汽 力 発 電 設 備 ３２１ ３２３
原 子 力 発 電 設 備 ６３ ６３
送 電 設 備 ９,６７３ ９,６６６
変 電 設 備 １,４４６ １,３３９
配 電 設 備 ３,６３９ ３,４９５
そ の 他 の 設 備 ２,８４４ ２,３２９

計 ２５,８５５ ２５,０８４

４．未払税金には、次の税額が含まれている。

法 人 税 及 び 住 民 税 ７,２９４ ５,８４０
事 業 税 ３,２３２ ３,２７０
電 源 開 発 促 進 税 １,０７５ ９８３
事 業 所 税 ５７ １２６
消 費 税 等 ３,９７２ ４,７２６
諸 税 ０ １

計 １５,６３２ １４,９４９

５．担 保 資 産
提出会社の総財産は、社債・日本政策投資銀行からの借入金の
一般担保に供している。

社 債 (１年以内に償還すべき金額を含む） ３２０,０００ ３２７,２５０
日本政策投資銀行借入金 (１年以内に返済すべき金額を含む） ８５,８１３ ９１,０６７
債務履行引受契約により譲渡した社債 １００,０００ １４０,０００

６．偶 発 債 務
(1) 保 証 債 務
・日本原燃㈱
社債・日本政策投資銀行ほかからの借入金に対する連帯保証債務 ６３,３３０ ６２,５２４
・㈱ケーブルメディア四国
日本政策投資銀行からの借入金に対する連帯保証債務 ２,０００ ２,０９３
・原燃輸送㈱
日本政策投資銀行ほかからの借入金に対する連帯保証債務 ３６９ ４０４
・従業員
従業員の持家財形制度による㈱みずほ銀行ほかからの借入金 ２０,７８６ ２０,６７０
に対する連帯保証債務

計 ８６,４８７ ８５,６９２

(2) 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務
[銘 柄] [債務の履行引受金融機関]
第216回社債 : ㈱三井住友銀行 － ２０,０００
第217回社債 : ㈱三井住友銀行 － ２０,０００
第218回社債 : ㈱みずほコーポレート銀行 ２０,０００ ２０,０００
第221回社債 : ㈱三井住友銀行、㈱みずほコーポレート銀行 ３０,０００ ３０,０００
第222回社債 : ㈱みずほコーポレート銀行 ３０,０００ ３０,０００
第223回社債 : ㈱みずほコーポレート銀行 ２０,０００ ２０,０００

計 １００,０００ １４０,０００

第221回社債のうち、20,000百万円 第221回社債のうち、20,000百万円
及び第222回、第223回社債は、 及び第222回、第223回社債は、
金融商品に係る会計基準における 金融商品に係る会計基準における
経過措置を適用した債務履行引受 経過措置を適用した債務履行引受
契約を締結している。 契約を締結している。

【連結：四国電力】
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（中間連結損益計算書関係）
（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
項 目 平成15年４月１日から 平成14年４月１日から 平成14年４月１日から

平成15年９月30日まで 平成14年９月30日まで 平成15年３月31日まで

販売費及び一般管理費内訳 (1) 「電気事業営業費用」の内訳 (1) 「電気事業営業費用」の内訳 (1) 「電気事業営業費用」の内訳

販売費 一般管理費 182,465 販売費 一般管理費 192,897 販売費 一般管理費 381,111及び 以外 及び 以外 及び 以外
販売費及び一般管理費 40,349 販売費及び一般管理費 38,551 販売費及び一般管理費 81,553
(給 料 手 当) ( 10,929) (給 料 手 当) ( 11,422) (給 料 手 当) ( 21,776)
(退職給与金) ( 8,789) (退職給与金) ( 6,658) (退職給与金) ( 15,619)
(そ の 他) ( 20,630) (そ の 他) ( 20,470) (そ の 他) ( 44,158)
計 222,815 計 231,449 計 462,664

内 部 取 引 消 去 額 △ 1,250 内 部 取 引 消 去 額 △ 1,353 内 部 取 引 消 去 額 △ 2,097
合 計 221,564 合 計 230,096 合 計 460,566

(2) 「その他の営業費用」の「販売 (2) 「その他の営業費用」の「販売 (2) 「その他の営業費用」の「販売
費及び一般管理費」の主な内訳は 費及び一般管理費」の主な内訳は 費及び一般管理費」の主な内訳は
次のとおりである。 次のとおりである。 次のとおりである。

販売費及び一般管理費 4,283 販売費及び一般管理費 3,734 販売費及び一般管理費 7,995
(人 件 費) ( 2,324) (人 件 費) ( 2,012) (人 件 費) ( 4,128)
(減価償却費) ( 394) (減価償却費) ( 374) (減価償却費) ( 989)
(そ の 他) ( 1,564) (そ の 他) ( 1,347) (そ の 他) ( 2,878)

内 部 取 引 消 去 額 △ 2,146 内 部 取 引 消 去 額 △ 1,985 内 部 取 引 消 去 額 △ 3,745
合 計 2,136 合 計 1,749 合 計 4,250

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
項 目 平成15年４月１日から 平成14年４月１日から 平成14年４月１日から

平成15年９月30日まで 平成14年９月30日まで 平成15年３月31日まで

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間
連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されている
科目の金額との関係

現 金 及 び 預 金 勘 定 ６,１５１ ５,４１３ ６,３１４
短 期 投 資 勘 定 － １,０００ －
１年以内に償還を迎える満期保有目的の債券 － △ １,０００ －

現 金 及 び 現 金 同 等 物 ６,１５１ ５,４１３ ６,３１４

【連結：四国電力】
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リ ー ス 取 引 関 係
（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前連結会計年度
項 目 平成15年４月１日から 平成14年４月１日から

平成15年９月30日まで 平成15年３月31日まで

（借主側）
１．リース物件の所有権が借主に移転する １．リース物件の取得価額相当額､減価償却 １．リース物件の取得価額相当額､減価償却
と認められるもの以外のファイナンス・ 累計額相当額及び中間期末残高相当額 累計額相当額及び期末残高相当額
リース取引

減価償却 中間期末 減価償却
取得価額 取得価額 期末残高累計額 残 高 累計額
相 当 額 相 当 額 相 当 額相当額 相 当 額 相当額

原 子 力 原 子 力398 311 87 411 307 103
発電設備 発電設備

そ の 他 そ の 他
2,165 1,283 882 1,582 1,452 129の 設 備 の 設 備

合 計 2,564 1,594 970 合 計 1,993 1,760 233

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 ３６３ １ 年 内 ２８２
１ 年 超 ９７１ １ 年 超 ２６７
合 計 １,３３４ 合 計 ５４９

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額 利息相当額

支払リース料 ２５９ 支払リース料 ６６８
減価償却費相当額 ２２５ 減価償却費相当額 ３３７
支払利息相当額 １４ 支払利息相当額 ２５

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

「減価償却費相当額」は、定率法と近似する
方法により算定している。
「利息相当額」は、リース料総額とリース物件 同 左
の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法によっ
ている。

２．オペレーティング・リース取引 未経過リース料 未経過リース料
１ 年 内 ７ １ 年 内 １８
１ 年 超 ６ １ 年 超 ５
合 計 １４ 合 計 ２３

（貸主側）
リース物件の所有権が借主に移転する １．リース物件の取得価額、減価償却累計額 １．リース物件の取得価額、減価償却累計額
と認められるもの以外のファイナンス・ 及び中間期末残高 及び期末残高
リース取引

取 得 減価償却 中間期末 取 得 減価償却 期 末
価 額 累計額 残 高 価 額 累計額 残 高

そ の 他 そ の 他
458 233 224 505 260 244

の 設 備 の 設 備

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 ９２ １ 年 内 ９１
１ 年 超 １６４ １ 年 超 １４４
合 計 ２５６ 合 計 ２３６

３．受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 ３．受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 ８７ 受取リース料 １１５
減 価 償 却 費 ２９ 減 価 償 却 費 ７０
受取利息相当額 ９ 受取利息相当額 ４

４．利息相当額の算定方法 ４．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額
との差額を利息相当額とし、各期への配分方法 同 左
については、利息法によっている。

【連結：四国電力】
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有 価 証 券 関 係

１．時価のある有価証券
(単位：百万円)

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末
区 分

(平成15年９月30日現在) (平成15年３月31日現在)

中 間 連 結 連 結
その他有価証券 取得原価 貸借対照表 差 額 取得原価 貸借対照表 差 額

計 上 額 計 上 額

株 式 2,931 13,301 10,369 2,930 9,112 6,182

２．時価評価されていない主な有価証券
(単位：百万円)

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末
)(平成15年９月30日現在) (平成15年３月31日現在

区 分
中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

1.非上場株式
(店頭売買株式を除く) ２０,７８６ ２０,６８５
2.出資証券 １,０１８ １,０３７

計 ２１,８０５ ２１,７２２

デリバティブ取引関係

当中間連結計期間末 前連結会計年度末
(平成15年９月30日現在) (平成15年３月31日現在)

ヘッジ会計が適用されているもの以外当該
同 左

取引はない。

【連結：四国電力】
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セ グ メ ン ト 情 報

(a) 事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間 (平成15年4月１日から平成15年9月30日まで) (単位：百万円)

電 気 事 業 その他事業 合 計 連 結消去又は全社

売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 253,619 20,543 274,162 － 274,162

(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部
売 上 高 又 は 振 替 高 499 33,508 34,007 △ 34,007 －

計 254,118 54,051 308,170 △ 34,007 274,162

営 業 費 用 222,815 52,847 275,663 △ 33,926 241,736

営 業 利 益 31,303 1,203 32,507 △ 81 32,425

前中間連結会計期間 (平成14年4月１日から平成14年9月30日まで) (単位：百万円)

電 気 事 業 その他事業 合 計 連 結消去又は全社

売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 268,499 21,635 290,134 － 290,134

(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部
売 上 高 又 は 振 替 高 397 29,233 29,631 △ 29,631 －

計 268,896 50,869 319,765 △ 29,631 290,134

営 業 費 用 231,449 50,118 281,567 △ 29,796 251,771

営 業 利 益 37,446 751 38,197 165 38,363

前連結会計年度 (平成14年4月１日から平成15年3月31日まで) (単位：百万円)

電 気 事 業 その他事業 合 計 連 結消去又は全社

売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 529,531 55,212 584,743 － 584,743

(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部
売 上 高 又 は 振 替 高 669 64,454 65,124 △ 65,124 －

計 530,201 119,667 649,868 △ 65,124 584,743

営 業 費 用 462,664 118,029 580,693 △ 65,015 515,677

営 業 利 益 67,536 1,637 69,174 △ 108 69,066

(注) 1. 事業区分の方法 事業活動における業務の種類を勘案して区分している｡

2. 各区分に属する主要な製品の名称等

事 業 区 分 主 要 な 製 品・事 業 活 動

電 気 事 業 電力供給

その他事業 情報システムサービス、電気通信事業、電気機器等の製造･販売、電気･機械･
土木･建築工事の施工、ビル経営･管理、資材販売、産業廃棄物の処理 など

【連結：四国電力】
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(b) 所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間(平成1 5年4月1日から平成1 5年9月3 0日まで)、前中間連結会計期間
(平成14年4月1日から平成14年9月30日まで)及び前連結会計年度(平成14年4月1日から平成
15年3月3 1日まで)いずれも、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、
該当事項はない。

(c) 海 外 売 上 高

当中間連結会計期間(平成1 5年4月1日から平成1 5年9月3 0日まで)、前中間連結会計期間
(平成14年4月1日から平成14年9月30日まで)及び前連結会計年度(平成14年4月1日から平成15
年3月31日まで)いずれも、海外売上高が、連結売上高の10％未満のため､ 海外売上高の記載を
省略している。

【連結：四国電力】
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